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(54) Title: POWER CONVERSION DEVICE

(54) 発明の名称 ：電力変換装置

(57) Abstract: Alternating-current grounding de
tection has been carried out by means 01microcom
puter software processing from the output of cur
rent sensors, but there have been situations in
which i t has not been possiole to detect grounding
due to an abnormality of a microcomputer or due to
the sampling timing of a current sensor. By con
necting output units of U-phase, V -phase, and W -
phase current sensors to a star-connected resistance
load, and inputting a neutral-point output of the
star-connected resistance load to a determination
unit, grounding can be reliably carried out, and fur
thermore, because current i s supplied to the resist
ance load ：from the current sensors, a weak electric
al circuit configuration can be implemented and
handling increases in withstand voltage does not
have to be taken into account.

(57) 要約：交流電流の地絡検出は電流セン
サの出力か らマイクロコンピュータのソ
フ トウェア処理により行っていたが、マ
イク口コンピュータの異常や電流センサ
のサンプリングのタイ ミングによっては
地絡現象を検出できない状況があった。
U 相、 V 相及びW 相の各電流センサの出
力部 をスター結線 した抵抗負荷に接続
し、スター結線 した抵抗負荷の中性点出

力を判定器に入力することで確実に地絡現象をすることができ、しかも電流センサから抵抗負荷に電流を
供給するので弱電系の回路構成とでき高耐圧化の対応を考慮 しなくて良い



明 細 書

発明の名称 ：電力変換装置

技術分野

[0001 ] 本発明は半導体スィツチング素子を用いた電力変換装置に係り、特に地絡

現象を検出する新規な交流電流の地絡検出装置を備えた電力変換装置に関す

るものである。

背景技術

[0002] 半導体スィツチング素子を備えたィンバ一タ回路により電力変換を行い、

その電力を三相誘導電動機のような負荷に供給する電力変換装置においては

、種々の異常検出装置が備えられている。例えば、過電流検出装置や過電圧

検出装置、及び地絡検出装置等がその代表的なものである。

[0003] ここで、本発明が対象とするのは交流電流の地絡現象（以下では単に地絡現

象という）を検出する地絡検出装置であって、一般にはィンバ一タ回路部と三

相誘導電動機の間を流れる交流電流を検出する電流センサの信号をマイクロ

コンピュータによって所定の周期でサンプリングしてその変化度合を監視 し

て地絡現象を検出していた。

[0004] また、この他に三相誘導電動機の二次側の異常を検出するものとして、特

開 2 0 0 6 — 1 4 1 1 0 8 号公報 （特許文献 1 ) にあるように、三相誘導電

動機の二次側のそれぞれの相に対 して抵抗をスター接続 し、この中性点の電

流或いは電圧を検出して地絡現象を検出するものが知られている。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献1 ：特開 2 0 0 6 _ 1 4 1 1 0 8 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0006] 上述 したように、従来の交流電流の地絡現象の検出は電流センサの情報を

元にマイクロコンピュータのソフ卜ウェア処理により行っていた。 しかしな



が ら、マイクロコンピュータの異常や電流セ ンザの情報 を読み取 るサ ンプ リ

ングのタイミングによっては地絡現象 を検 出で きない状況が発生する。

[0007] 更 に、地絡現象が発生 してか ら保護回路 による保護動作へ移 るまでの動作

時間がマイクロコンピュー夕の処理速度や処理 タスクの起動周期 に依存 して

いるので地絡現象 に対する保護動作が間に合わない状況 も発生することが懸

念 される。

[0008] また、特許文献 1 に記載の技術では三相誘導電動機 の負荷側 に地絡検 出回

路 を設 けているが、各相の抵抗 を負荷側 と直接的に接続するので検 出回路の

高耐圧化が要求され、 このため地絡検 出回路が大型、高 コス ト化するという

課題があ つた。

[0009] 本発明の 目的は、確実 に交流電流の地絡現象の発生を検 出で きると共 に、

高耐圧化 を必要 と しない地絡検 出装置 を備 えた電力変換装置 を提供すること

にめる。

課題を解決するための手段

[001 0] 本発明の特徴 は、 インバ一タ回路 と負荷の間を結ぶ U相、 V 相及びW相の

各出力線 を流れる交流電流の電流値 を検 出する電流セ ンサの出力部 をスター

結線 した抵抗負荷 に接続 し、 スター結線 した抵抗負荷の中性点の出力を判定

器 に入力 して地絡現象 を検 出 し、 この地絡現象の検 出によってィンバ一タ回

路 を駆動するゲ一 卜駆動回路の動作 を保護回路 によって制限するように した

ものである。

発明の効果

[001 1] 本発明によれば、 U相、 V 相及びW相の各電流セ ンサの出力部 をスター結

線 した抵抗負荷 に接続 し、 スター結線 した抵抗負荷の中性点出力を判定器 に

入力する構成 と したので確実 に地絡現象 をすることがで き、 しかも電流セ ン

ザか ら抵抗負荷 に電流 を供給するので弱電系の回路 と して構成で きるので地

絡検 出装置 に高耐圧化の対応 を考慮 しな くてよ くなるものである。

図面の簡単な説明

[001 2] [ 図 1] 本発明の一実施例 になる地絡検 出装置 を備 えた電力変換装置の構成 を示



す構成 図である。

[ 図 2 ] 本発明の一実施例 になる地絡検 出装置の回路 図である。

[ 図 3 ] 電力変換装置の保護 回路 を説明するための回路 図である。

[ 図4 ] 電力変換装置の保護 回路 を説明するための回路 図である。

[ 図 5 ] 保護 回路 の出力 とゲ一 卜信号の関係 を示すチ ヤ一 卜図である。

[ 図 6 ] 3 相 シ ョー 卜駆動信号制御 ロジ ックの回路 図である。

発明を実施するための形態

[001 3] 図 1は電力変換装置の一例 と してのハ イプ リッ ド自動車用の三相誘導電動機

駆動装置の回路 図を示 してお り、 このハ イプ リッ ド自動車用の三相誘導電動

機駆動装置 は直流電源 1 0 1 、平滑 コンデ ンサ 1 0 2 、 イ ンバ一タ回路部 1

0 3 、 三相誘導電動機 1 0 4 、 電動機駆動制御部 1 0 5 、 ゲ一 卜駆動部 1 0

6 等 よ り構成 されている。

[0014] そ して、 直流電源 1 0 1 と並列 に平滑 コンデ ンサ 1 0 2 が接続 されてお り

、 直流電圧 を電動機駆動制御部 1 0 5 の制御信号 に応 じてゲー ト駆動部 1 0

6 がイ ンバ一タ回路部 1 0 3 をスイ ッチ ング して交流電圧 に変換 し、三相誘

導電動機 1 0 4 を駆動制御 するものである。

[001 5] 電動機駆動制御部 1 0 5 は少な くとも電動機制御用マイクロコンピュータ

1 1 0 と、 この電動機制御用マイクロコンピュータ 1 1 0 とイ ンバ一タ回路

部 1 0 3 を駆動するゲ一 卜駆動部 1 0 6 との間に介装 され、 ゲ一 卜駆動部 1

0 6 の動作 を制 限する保護 ロジ ック回路 1 0 8 及び地絡検 出部 1 0 9 を備 え

ている。

[001 6] 地絡検 出部 1 0 9 はイ ンバ一タ回路部 1 0 3 か ら三相誘導電動機 1 0 4 に

交流 出力 を供給 する出力線 1 1 1 に設 け られた電流セ ンサ 1 0 7 か らの出力

が入力 されている。

[001 7] この電流セ ンサ 1 0 7 の出力は電動機制御用マイクロコンピュータ 1 1 0

にも入力 されてお り、 イ ンバ一タ回路部 1 0 3 の位相角制御等 に利用 されて

いる。

[001 8] 電流 セ ンサ 1 0 7 は出力線 1 1 1 に流れ る電流 を直接測定するのではな く



、電流に比例 して発生する磁界をホール素子によって弱電系の電圧に変換 し

、間接的に電流検出を している。尚、電流センサ 1 0 7 は電圧出力であ り、

電動機制御用マイクロコンピュータ 1 1 0 で利用される。

[001 9] したがって、電流センサ 1 0 7 の出力は電動機制御用マイクロコンピュー

タ 1 1 0 にも直接的に入力が可能である。 この場合には、電動機制御用マイ

クロコンピュータ 1 1 0 によって所定のサンプルタイミングで電流センサ 1

0 7 の出力が取 り込まれ、 A / D 変換されて使用されるものである。

[0020] 電流センサ 1 0 7 は出力線 1 1 1 の数に応 じて設けられており、実際には

出力線 1 1 1 は U 相、 V 相及びW相があるので電流センサ 1 0 7 も 1相、 V

相及びW相の電流を検出するように 3 個設けられている。

[0021 ] そ して、 U 相、 V 相及びW相の電流は地絡検出部 1 0 9 のスター結線され

た抵抗負荷 1 1 2 、 1 1 3 、 1 1 4 に供給されるように構成されている。つ

まり、 U 相の電流は抵抗負荷 1 1 2 に与えられ、 V 相の電流は抵抗負荷 1 1

3 に与えられ、W相の電流は抵抗負荷 1 1 4 に与えられるものである。 ここ

で、各抵抗負荷 1 1 2 、 1 1 3 、 1 1 4 は同 じ抵抗値に設定されている。そ

して、スター結線された抵抗負荷の中性点 1 1 5 の出力は判定器 1 1 6 に入

力されて地絡現象が判定されるものである。 ここで、中性点 1 1 5 の出力は

電圧を使用 しているが、 この他に電流に変換 して使用するように しても良い

。以下の説明においては中性点 1 1 5 の電圧を利用するように している。

[0022] ィンバ一タ回路部 1 0 3 は直流電源 1 0 1 か らの直流電圧が入力され、電

動機駆動制御部 1 0 5 の信号に従い P W M (パルス変調 ：Pu Lse Wi dth Modu L

a t i on) 制御を行い、直流電圧を任意の 3 相交流に変換する機能を有 している

[0023] このインバ一タ回路部 1 0 3 は半導体によるスイッチング素子 3 a ~ 3 f

を 3 相 フルプリッジ接続で構成 している。本実施形態のスィッチング素子に

は I G B T と還流用ダイオー ドが搭載されたものを用いている。

[0024] インバ一タ回路部 1 0 3 と三相誘導電動機 1 0 4 の間に流れる U 相、 V 相

及びW相の各相の電流は、電流センサ 1 0 7 によって弱電系で使用される電



圧に変換されて電動機駆動制御部 1 0 5 の電動機制御マイクロコンピュータ

0 に入力され、また、地絡検出部 1 0 9 へ入力される。

[0025] 次に地絡検出部 1 0 9 の具体的な回路構成について図 2 を用いて説明する

。この地絡検出部 1 0 9 は 5 V 電源で駆動されるものであり、 U相、 V 相及

びW相の各電流センサ 1 0 7 の出力をスタ一結線 した同一抵抗負荷につなぐ

と、スター結線の中性点 1 1 5 の中性点電位は通常では所定の一定値で安定

する。

[0026] 例えば、電流センサ 1 0 7 の仕様が 5 0 0 A/V の電流電圧変換比で、電流

測定範囲が— 1 0 0 0 A ~ + 1 0 0 0 A 、出力電圧が 2 . 5 V を中心に± 2

V とすると、中性点電位は約 2 . 5 V で安定する。

[0027] 本実施例では抵抗負荷 1 1 2 、 1 1 3 、 1 1 4 の抵抗値は電流センサ 1 0

7 の出力の電源ショー ト故障も考慮 して 1 Ok とする。そして、この中性点

1 5 を図 2 のように判定器 1 6 を構成する上側閾値判定器 2 0 と下側閾

値判定器 2 0 2 に接続する。

[0028] 上側閾値判定器 2 0 を構成する比較器 2 0 3 の+ 側入力端子電圧は抵抗

2 0 3 と抵抗 2 0 4 の分圧抵抗によって決まる。例えば抵抗 2 0 3 を 2 k Ω

、抵抗 2 0 4 を3 k とすると比較器 2 0 5 の+ 側入力端子電圧は3 V となる

。この+ 側入力端子電圧は比較基準電圧であり、また上側閾値となるもので

ある。

[0029] よって、三相誘導電動機を通常駆動 している場合では中性点 1 1 5 の電位

は約 2 . 5 V で安定 している。このため、中性点電位が+ 側入力端子電圧で

ある3 V より低いので比較器 2 0 5 の出力はハイインピーダンスとなり、最

終段の トランジスタ2 0 6 には 5 V が入力され、 0 F F となつて地絡検出信

号は出力されない。

[0030] 一方、地絡事故の影響等によりスター結線された抵抗負荷の中性点 1 1 5

の電位が 3 V を越えると、比較器 2 0 5 の+ 側入力端子電圧である3 V より

高いので出力は L o w レベルに反転する。 したがって、最終段の 卜ランジス

タ2 0 6 はO N となって 5 V の地絡検出信号が出力されることになる。



[0031 ] ここで、比較器 2 0 5 の出力が L o w レベル となると比較器 2 0 5 の + 側

入力端子電圧は抵抗 2 0 4 と抵抗 2 0 7 の抵抗値 とダイ才一 ド2 0 8 の順方

向電圧降下、比較器 2 0 5 の L o w レベル出力電圧によって変化する。例え

ば、抵抗 2 0 7 を 1 3 k 、 ダイオー ド2 0 8 の順方向電圧降下を 0 . 5 V 、

比較器 2 0 5 の L o w レベル出力電圧が 0 . 2 V だとすると、 + 側入力端子

電圧は約 2 . 8 V となる。 これにより+ 側入力端子電圧にヒステ リシスを持

たせることができ、中性点 1 1 5 の電位が変動 してもチャタ リングを防止で

きる。

[0032] 次 に、下側閾値判定器 2 0 2 を構成する比較器 2 0 9 の—側入力端子電圧

は抵抗 2 1 0 と抵抗 2 1 1 の分圧抵抗によって決まる。例えば、抵抗 2 0

6 を 3 k 、抵抗 2 1 1 を 2 k とすると比較器 2 0 9 の—側入力端子電圧は

2 V となる。 この—側入力端子電圧は比較基準電圧であ り、 また下側閾値 と

なるものである。

[0033] よって、三相誘導電動機 を通常駆動 している場合では中性点 1 1 5 の電位

は約 2 . 5 V で安定 しているので—側入力端子電圧である 2 V より高 くなつ

て比較器 2 0 9 の出力はハイインピーダンスとなる。比較器 2 0 9 の出力が

ハイインピーダンスであると最終段の トランジスタ 2 0 6 は 0 F F となって

地絡検出信号は出力されない。

[0034] 一方、地絡事故の影響等によりスター結線された抵抗負荷の中性点 1 1 5

の電位が 2 V を下回ると比較器 2 0 9 の出力は L o w レベルに反転する。 し

たがって、最終段の トランジスタ 2 0 6 は 0 N となって 5 V の地絡検出信号

が出力されることになる。

[0035] 比較器 2 0 9 の出力が L o w レベル となると下側閾値判定器 2 0 2 の比較

器 2 0 9 の—側入力端子電圧は、抵抗 2 1 と抵抗 2 1 2 の抵抗値 と 卜ラン

ジスタ 2 3 のコレクタ一ェミッタ電圧 V c e によって決まるようになる。

[0036] 例 えば、抵抗 2 1 2 が 1 3 kΩ、 V c e が 0 . 3 V だとすると—側入力端子

電圧は約 2 . 2 V となる。 これにより—側入力端子電圧にヒステ リシスを持

たせることができ、チャタ リングを防止できる。尚、 トランジスタ 2 0 6 と



トランジスタ2 3 に接続された抵抗は調整抵抗である。

[0037] 図 2 に示すように、上側閾値判定器 2 0 と下側閾値判定器 2 0 2 のフィ

— ドドバック系をスター結線された抵抗負荷の中性点 1 1 5 と無関係に構成

することで、スター結線された抵抗負荷の中性点 1 1 5 の電位を変動させる

ことなく各閾値にヒステ リシスを持たせることができる。

[0038] 以上の構成によって、高耐圧化を考慮せずに地絡現象の検出を精度良くお

こなうことができる。すなわち、 U相、 V 相及びW相の各相の電流を電流セ

ンサで検出し、この各相の電流に比例 した電圧をスター結線された抵抗負荷

に与えるようにして中性点の電位を検出し、この中性点電位を判定器、好ま

しくは上側閾値と下側閾値を有する比較器によって比較することで地絡状態

を常に検出することが可能となり、またインバ一タ回路部と三相誘導電動機

を結ぶ出力線に流れる電流を弱電系で使用できる電圧に変換 してスタ一結線

された抵抗負荷に与え、これによつて得 られた中性点の電位を判定器で判定

するので上記 した高耐圧化を考慮せずに地絡現象の検出を精度良くおこなう

ことができるという効果を奏することができるものである。これによつて、

マイクロコンピュータのソフ トゥエア処理により行っていた地絡検出方法で

生 じていた、マイクロコンピュータの異常や電流センザの情報を読み取るサ

ンプリングのタイミングによっては地絡を検出できない状況が発生 したり、

地絡現象が発生 してから保護回路による保護動作へ移るまでの動作時間がマ

ィクロコンピュータの処理速度や処理タスクの起動周期に依存 しているので

地絡現象に対する保護動作が間に合わない状況が発生 したりするといつた課

題を解決できるものである。

[0039] また、三相誘導電動機の負荷側に地絡検出回路を設けているものでは、各

相の抵抗を負荷側と直接接続するので検出回路の高耐圧化が要求され、この

ため地絡検出回路が大型、高コス ト化する、という課題についても解決でき

るものである。

[0040] 次に、上記 した地絡検出装置 1 0 9 を用いて電力変換装置の保護を行うた

めにゲ一 卜駆動部 1 0 6 の動作を制限する保護ロジック回路 1 0 8 の構成に



ついて説明する。

[0041 ] 図 3 は地絡現象を検出 した際に、 3 相オープン制御の保護動作を行 う場合

の電動機駆動制御部 1 0 5 に設けた保護 ロジック回路 1 0 8 の実施形態を示

している。

[0042] 図 4 は地絡を検出 した際に、 3 相シ ョー ト制御の保護動作を行 う場合の電

動機駆動制御部 1 0 5 に設けた保護 ロジック回路 1 0 8 の実施形態を示 して

いる。

[0043] ィンバ一タ回路部 1 0 3 は通常では電動機駆動制御部 1 0 5 に設けた電動

機制御マイクロコンピュータ 1 1 0 によって制御されている。電動機制御マ

イク口コンピュータ 1 1 0 は、三相誘導電動機 に任意の トルクや回転数を与

えるために、インバ一タ回路部 1 0 3 の半導体スイッチング素子の適切なス

ィツチング時間を演算 し、 P W M制御を行 うように機能する。

[0044] その結果、三相誘導電動機 1 0 4 の各相には交流電圧及び電流が印加され

、その速度等が駆動制御される。

[0045] 電動機制御マイクロコンピュータ 1 1 0 とゲ一 卜駆動部 1 0 6 との間のス

イッチング制御信号のライン上には、保護 ロジック回路 1 0 8 を構成する第

1 のバ ッファ3 0 1 、第 2 のバ ッファ3 0 3 、 これ らの間に配置された第 3

のバ ッファ3 0 2 a 及び第 4 のバ ッファ3 0 2 b が設けられている。

[0046] これ らのバ ッファ3 0 1、 3 0 2 a 、 3 0 2 b 、 3 0 3 は電動機制御マイ

クロコンピュータ 1 1 0 か らの制御信号をゲ一 卜駆動部 1 0 6 に伝達 した り

、異常時に制御信号の伝達を遮断する遮断機能部 として作用する。

[0047] バ ッファ3 0 1、 3 0 3 は上下アームを構成する半導体スイッチング素子

3 a ~ 3 f のスィツチング制御信号ライン上の全てに設けられている。

[0048] —方、バ ッファ3 0 2 a は上アームを構成する半導体スイッチング素子 3

a 、 3 b 、 3 c のスイッチング制御信号ライン上に設けられ、ノくッファ3 0

2 b は下アームを構成する半導体スイッチング素子 3 d 、 3 e 、 3 f のスィ

ツチング制御信号ライン上に設けられている。

[0049] 電動機制御マイクロコンピュータ 1 1 0 か ら出力された各半導体スィッチ



ング素子 3 a ~ 3 f を制御するスイッチング制御信号は、 これ らのバ ッファ

3 0 1、 3 0 2 a 、 3 0 2 b 、 3 0 3 を介 してゲ一 卜駆動部 1 0 6 に入力さ

れる。 ノくッファ3 0 1、 3 0 2 a 、 3 0 2 b 、 3 0 3 は 3 ステー トバ ッファ

であつて、 3 相オープン信号や 3 相シ ョー 卜信号等が各バ ッファの状態を変

更する制御信号 （以下では、 トリガ信号 と称する） と して入力される。

[0050] 電力変換装置が正常に動作 している場合は 卜リガ信号が入力されない状態

となってお り、 ノくッファ3 0 1、 3 0 2 a 3 0 2 b 3 0 3 は導通状態で

あって、電動機制御マイクロコンピュータ 1 1 0 か ら出力された各半導体ス

イツチング素子 3 a ~ 3 f を制御するスィッチング制御信号は各バ ッファ3

0 1、 3 0 2 a 、 3 0 2 b 、 3 0 3 を通過 してそのまま出力されゲ一 卜駆動

回路 1 0 6 に伝達される。

[0051 ] 一方、電力変換装置に異常が生 じて トリガ信号が入力されると、各バ ッフ

ァ3 0 1、 3 0 2 a 、 3 0 2 b 、 3 0 3 は遮断状態 （ハイインピーダンス状

態）に反転 される。 ノくッファ3 0 1 が遮断状態 となると、 ノくッファ3 0 1 の

出力側 （すなわち、 ノくッファ3 0 2 a 、 3 0 2 b の入力側）は H ί g h 状態

にプルアツプされる。

[0052] ノくッファ3 0 2 a 、 3 0 2 b が遮断状態 となると、 ノくッファ3 0 2 a 、 3

0 b の出力側 （すなわち、 ノくッファ3 0 3 の入力側）は L o w 状態にプル

ダウンされる。 ノくッファ3 0 3 が遮断状態 となると、 ノくッファ3 0 3 の出力

側 （すなわち、ゲー ト駆動部 1 0 9 の入力側）はハイインピーダンス状態 とな

り、ゲ一 卜駆動部 1 0 6 内のフォ ト力ブラは非導通 となるためスイッチング

素子 3 a ~ 3 f は 0 F F となる。

[0053] ゲ一 卜駆動部 1 0 6 は L o w 信号が入力されると半導体スイッチング素子

をO N (導通状態）に し、逆に、 H i g h 信号が入力されると半導体スイツ

チング素子をO F F (遮断状態）にする。

[0054] 本実施形態では、電力変換装置の異常時の保護動作 と して、バ ッファ3 0

1、 3 0 2 a 、 3 0 2 b 、 3 0 3 の内の特定のバ ッファ出力を遮断すること

によって、半導体スィツチング素子 3 a ~ 3 f を全て 0 F F にする 3 相才一



プン動作や、上アーム 3 a ~ 3 c 、または下アーム （3 d ~ 3 f ) のみを0

N にして他を0 F F する3 相ショー ト （上アーム 3 相ショー ト、下アーム 3

相ショー ト）動作を行うようにしてゲー ト駆動部 1 0 6 の動作を制限するも

のである。

[0055] 次に、上述 した保護ロジック回路 1 0 8 を用いた具体的な保護動作として

、 3 相オープン動作、 3 相ショー ト動作について説明するが、これらの保護

動作は異常状態の種類によって選択されるものである。

『3 相オープン動作』

3 相オープン動作は図 2 に示 した実施例で検出される地絡検出信号 3 0 6

や、過電流検出信号 3 0 7 や、過電圧検出信号 3 0 8 等の 3 相オープン信号

によって実行されるものであり、 3 相オープン動作の 卜リガ信号はタイマ回

路 3 0 5 を介 してバッファ3 0 に入力する。

[0056] トリガ信号がタイマ回路 3 0 5 を介 してバッファ3 0 に入力されると、

上述 したようにバッファ3 0 1 は遮断状態とされ、ノく' ッファ3 0 1 の出力側

はH ί g h 状態となる。

[0057] —方、ノく' ッファ3 0 2 a 、 3 0 2 b 3 0 3 には トリガ信号が入力されな

いのでいずれも導通状態となっており、入力された信号はH i g h 状態及び

L o w 状態を変えることなくそのまま出力される。

[0058] すなわち、 3 相オープン動作時にはバッファ3 0 1 は遮断状態となり、バ

ッファ3 0 2 a 、 3 0 2 b 、 3 0 3 は導通状態となっているので上下アーム

の全ての半導体スイッチング素子 3 a ~ 3 f に関 してH i g h 信号がゲ一 卜

駆動部 1 0 6 に入力される。その結果、半導体スイッチング素子 3 a ~ 3 f

の全てが遮断状態とされる。

[0059] 尚、上述 したようにゲ一 卜駆動部 1 0 6 にH i g h 信号が入力されると半

導体スイッチング素子は0 F F (遮断状態）とされ、 L o w 信号が入力され

ると半導体スイッチング素子はO N (導通状態）とされる。

[0060] 次に、電力変換装置の異常が解消されて正常に復帰すると、 トリガ信号の

入力がなくなるので、タイマ回路 3 0 5 により設定された所定の時間だけバ



ッファ3 0 1 への 3 相オープン信号の入力が保持された後 に、バ ッファ3 0

1 への 3 相オープン信号の入力がな くなる。 この結果、バ ッファ3 0 1 への

3 相オープン信号の入力がな くなるとバ ッファ3 0 は導通状態 となって通

常の P W M制御 に復帰するようになる。

『3 相シ ョー ト動作』

上述 したように、 3 相シ ョー ト動作には上アームの 3 相 をシ ョー 卜する場

合 と、下アームの 3 相 をシ ョー 卜する場合 とがあ り、本実施例では電動機駆

動制御部 1 0 5 とは別のエンジンコン トロールュニ ッ 卜等の上位マイクロコ

ンピュ一夕か ら上アーム 3 相シ ョー 卜動作 と下アーム 3 相シ ョー 卜動作の両

方あるいはどち らか一方の動作を行 う 卜リガ信号 3 0 9 を出せるものと し、

過電圧検出信号 3 0 8 と図 2 における地絡検出信号 3 0 6 は下アーム 3 相シ

卜動作を行 う トリガ信号 とするものである。

[0061 ] 図 4 にあるようにバ ッファ3 0 には図 3 に示す例 に加えてに上位マイク

コンピュータか らの トリガ信号 3 0 9 が入力され、 ' ッファ3 0 2 a 3

0 2 b には上位マイクロコンピュータか らの トリガ信号 3 0 9 、過電圧信号

3 0 8 、地絡信号 3 0 6 が入力されるようになっている。

[0062] 上述 したように、 3 相シ ョー ト動作には上アームの 3 相 をシ ョー 卜する場

合 と、下アームの 3 相 をシ ョー 卜する場合 とがあるが、図 5 には下アーム 3

相シ ョー 卜の場合のタイミングチヤ一 卜を示 している。尚、上アーム 3 相シ

卜の場合のタイミングチヤ一 卜も、図 5 に示す下アーム 3 相シ ョー 卜の

場合 と同様である。

[0063] 上位マイクロコンピュータ等か らの 3 相シ ョー ト信号 （下アーム 3 相シ ョ

— 卜）は、 ッファ3 0 1 と 3 相シ ョー 卜駆動信号制御 ロジック 3 0 4 に入

力される。 3 相シ ョー ト信号がバ ッファ3 0 1 に入力されると、 ' ッファ3

0 の出力は遮断され、その結果バ ッファ3 0 の後段 に設けられているバ

ッファ3 0 2 a ッファ3 0 2 b の入力側は H i g h 状態にプルアツプさ

れる。

[0064] 上述 したように、ゲ一 卜駆動部 1 0 6 に対 して L o w 信号が入力されると



半導体スイッチング素子がO N され、 H i g h 信号が入力されると半導体ス

イツチング素子が0 F F されるので、 3 相ショー 卜信号がバッファ3 0 1 に

入力されると、上述 したようにバッファ3 0 2 a 、 ノくッファ3 0 2 b の入力

側 （バッファ3 0 の出力側）はH i g h 状態となる。そして、 H ί g h 信

号はバッファ3 0 3 を通過 してそのままゲ一 卜駆動部 1 0 9 に入力されるた

め、半導体スイッチング素子 3 a ~ 3 f が0 F F される動作を行なう。図 5

の 「バッファ3 0 1 出力」に示されたような出力を生 じる。

[0065] また、これとは別に3 相ショー ト信号が 3 相ショー ト駆動信号制御口ジッ

ク3 0 4 に入力されると、 3 相ショ一 卜駆動信号制御ロジック3 0 4 は遅延

動作を行ないバッファ3 0 1 の出力遮断より所定遅延時間∆ t だけ遅れて

上アーム 3 相ショー ト信号 （上アーム 3 相ショー ト動作の場合）もしくは下

アーム 3 相ショー ト信号 （下アーム 3 相ショー ト動作の場合）を出力する。

[0066] その結果、ノくッファ3 0 2 a もしくはバッファ3 0 2 b の出力が遮断され

るが、図 5 は下アーム 3 相ショー 卜の場合を示 しているので、バッファ3 0

の出力遮断より所定遅延時間∆ t だけ遅れてバッファ3 0 2 b の出力が

遮断される。

[0067] ノくッファ3 0 2 b の出力が遮断されると、ノくッファ3 0 2 b の出力側は L

o w 状態にプルダウンされる。その結果、図 5 の 「半導体スイッチング素子

3 d ~ 3 f 」の状態にあるように、下アームの半導体スイッチング素子 3 d

~ 3 f に関 しては L o w 信号がゲ一 卜駆動部 1 0 6 に入力され、半導体スィ

ツチング素子 3 d ~ 3 f が0 N されることになる。

[0068] このように、本実施の形態では、 3 相ショー ト動作への突入時においては

、最初に全ての半導体スィツチング素子 3 a ~ 3 f を0 F F にする3 相才一

プン動作を行い、その後に半導体スィツチング素子 3 a ~ 3 c もしくは半導

体スィツチング素子 3 d ~ 3 f をO Nするようにしている。 （図 5 では半導

体スィツチング素子 3 d ~ 3 f をO Nするように動作する。）

3 相ショー ト信号がなくなると図 5 の 「バッファ3 0 2 b 出力」にあるよ

うに、バッファ3 0 2 b (上アーム 3 相ショー ト動作の場合にはバッファ3



0 2 a ) は即座に動通状態に戻る。 このとき、ノくッファ3 0 1 の出力側は H

1 g h になっているので半導体スィツチング素子 3 d ~ 3 f が 0 F F され、

3 相オープン状態に切 り替わる。

そ して、図 5 の 「半導体スイッチング素子 3 d ~ 3 f 」の状態にあるよう

に、タイマ回路 3 0 5 により設定される時間 ∆ t 2 だけバ ッファ3 0 の出

力遮断が保持された後に、バ ッファ3 0 1 は導通状態に戻 り、通常の PW M

制御に復帰する。

[0070] すなわち、 3 相シ ョー ト動作か らの復帰時においては、 3 相シ ョー ト信号

がな くなった後は、 3 相オープンの状態に してか ら通常の PW M制御に復帰

するように動作するものである。

[0071 ] 上述のように、本実施の形態では、 3 相シ ョー ト動作の制御を行 う際には

、実際に半導体スイッチング素子が 3 相シ ョー 卜とされる期間の前後に、 3

相オープンとする期間を設けている。

[0072] すなわち、前後にデ ッ ドタイムを生成 していることになるため、 3 相シ ョ

- 卜制御の際に、上下アーム半導体スィツチング素子の上下短絡の発生を防

止することができ、安全性の高い構成 となっている。

[0073] 例えば、インバ一タ回路部 1 0 3 が保証するデ ッ ドタイ厶値が 5 Sである

な らば、 この 3 相シ ョー ト期間の前後の 3 相オープン期間 （∆ ΐ 1、 ∆ t 2

) は最低でも5 S以上を確保することで、上下短絡の発生を確実に防止する

ことができる。

[0074] また、 これ ら一連の保護 ロジック回路 1 0 8 やタイマ回路 3 0 5 、 3 相シ

ョ一 卜駆動信号制御 ロジック3 0 4 をハ一 ド系で構成することにより、マイ

クロコンピュータとソフ 卜を用いた構成に比べてコス 卜低減を図れる。

[0075] 更に、マイクロコンピュータの異常時やソフ トバグが起 きたときでも十分

なデ ッ ドタイムを確保 しなが ら保護動作を行 うことができ、安全性の向上に

繋がる。

[0076] 図 6 は、 3 相シ ョー ト駆動信号制御 ロジック3 0 4 の詳細回路を示す図で

ある。上述 したデ ッ ドタイム ∆ t は、図 6 の回路 6 0 2 および回路 6 0 3



により生成される。回路 6 0 2 、 6 0 3 に設けられた抵抗やキャパシタの設

計定数を調整することにより、デ ッ ドタイム 1 の長さを調整することが

できる。

[0077] 上述 したように、上位マイクロコンピュータによる制御信号には、バ ッフ

ァ3 0 2 a の出力を遮断する上アーム 3 相シ ョー 卜信号 と、ノく' ッファ3 0 2

b の出力を遮断する下アーム 3 相シ ョー 卜信号がある。

[0078] しか し、 この二つの信号が同時に出力された場合、上下短絡を引き起 こす

ことが考えられる。そこで、電動機駆動制御部 1 0 5 では、図 6 に示すよう

な 3 相シ ョー ト駆動信号制御 ロジック 3 0 4 を用いることにより、上アーム

3 相シ ョー ト信号 と下アーム 3 相シ ョー ト信号 との間に優先度を設定 し、上

下短絡に至 らないように している。

[0079] 図 6 において、上位マイクロコンピュータか ら上アーム 3 相シ ョー ト信号

と下アーム 3 相シ ョー ト信号 とが同時に入力された場合を考える。メインマ

イク口コンピュータか ら下アーム 3 相シ ョー 卜信号が出力されると、バ ッフ

ァ3 0 1 の出力が遮断される。そのため、上アーム 3 相シ ョー ト信号は出力

されず、上下短絡が防止される。

[0080] 尚、 この上下アームの優先度は信号入力を入れ替えることで選択可能であ

る。更に、過電圧検出信号や地絡検出信号も 3 相シ ョー ト駆動信号制御 ロジ

ック 3 0 4 に入力することで、上位マイクロコンピュータによる 3 相シ ョー

卜信号 と過電圧検出信号、地絡検出信号が同時に発生 したときの上下短絡防

止が可能 となる。

[0081 ] 以上に説明 した地絡検出装置 1 0 9 及び保護 ロジック回路 1 0 8 を用いた

電力変換装置の 「通常時の動作」と 「地絡発生時の動作」の概略について以

下に説明する。

[0082] 通常動作時はインバータ回路部 1 0 3 か ら三相誘導電動機 1 0 4 へ交流電

流が出力されるが、 このときの電流センサ 1 0 7 の出力電圧は 2 . 5 V を中

心 とした正弦波 となっている。インバ一夕か ら三相誘導電動機への出力電流

は U相、 V 相及びW相で 1 2 0 度ずれているため、 U相、 V 相及びW相の電



流センサ 1 0 7 の出力電圧も位相が 1 2 0 度ずつずれている。

[0083] よって、 U相、 V 相及びW相の電流センサの出力をスター結線 した抵抗負

荷 1 1 2 、 1 1 3 、 1 1 4 に繋 ぐとスタ一結線の中性点電位は略 2 . 5 V で

安定する。本実施例では判定器 2 0 の閾値を3 V 、判定器 2 0 2 の閾値を

2 V としているので地絡検出信号は出力されず、保護ロジック回路 1 0 8 の

各バッファ3 0 1、 3 0 2 a 3 0 2 b及び 3 0 3 は導通状態となり、電動機

制御マイクロコンピュータ 1 1 0 からの PWM信号はそのままゲ一 卜駆動部

1 0 6 へ送られ三相誘導電動機 1 0 4 を正常に駆動する。

[0084] —方、地絡現象が発生すると、インバータ回路部 1 0 3 からの出力電流は

地絡地点から漏れて乱れることになる。インバ一タ回路部 1 0 3 の出力電流

が乱れたことにより、電流センサ 1 0 7 の出力電圧も正弦波から乱れて電流

センサ 1 0 7 とスタ一結線された抵抗負荷の中性点 1 1 5 の電位は 2 . 5 V

から変動する。この変動 した中性点 1 1 5 の電位が判定器 2 0 1 の上側閾値

である3 V を越える、または判定器 2 0 2 の下側閾値である2 V を下回ると

地絡検出信号が出力される。

[0085] このような地絡検出装置 1 0 9 によって地絡現象が検出されると、保護口

ジック回路 1 0 8 は次のような動作を行なうことになる。

[0086] 3 相オープン動作の場合、図 3 に示 したように、地絡検出信号 3 0 6 は保

護ロジック回路 1 0 8 のタイマ回路 3 0 5 を経由しバッファ3 0 1 に入力さ

れる。 3 相オープン時の動作は上述 した通りで、スイッチング素子 3 a ~ 3

f の全てを0 F F 状態とする。 3 相オープン状態ではスィツチング素子 3 a

~ 3 f の全てをO F F にしているため、三相誘導電動機 1 0 4 へ電流が供給

されずに地絡電流が流れることがないようになる。

[0087] —方、 3 相ショー ト動作の場合、図4 に示 したように、地絡検出信号 3 0

6 は保護ロジック回路 1 0 8 のタイマ回路 3 0 5 を経由しバッファ3 0 と

、 3 相ショ一 卜駆動信号制御ロジック3 0 4 の両方に入力される。

[0088] 3 相ショー ト時の動作は上述 した通りで、スイッチング素子 3 a ~ 3 c を

O N して残りを0 F F する上アーム 3 相ショー ト状態か、スィツチング素子



3 d ~ 3 f をO N して残 りを0 F F する下アーム 3 相シ ョー ト状態にする。

[0089] このようにすることで、 3 相シ ョー ト状態では三相誘導電動機の誘起電圧

によるスィッチング素子の耐圧破壊を防 ぐことができる。

[0090] また、地絡現象が発生 している状態では誘起電圧が地絡地点の電位を中心

に正側 と負側の上下方向で発生することになる。 このとき発生 した誘起電圧

が直流電源の電位を上回るとスィッチング素子の還流ダイオー ドを経由 して

予期せぬ電流がインバ一タ回路部 1 0 3 や平滑コンデンサ 1 0 2 、直流電源

0 へ流れ込んで しまい、 これ らを破壊する可能性がある。

[0091 ] これに対 して、 3 相シ ョー ト動作ではスイッチング素子 3 a ~ 3 c 、 また

はスィツチング素子 3 d ~ 3 f をO N に し、他のスィツチング素子を0 F F

するため、三相誘導電動機 1 0 4 とO N状態のスイッチング素子間で電流が

還流させることができ、還流ダイオー ドを経由 した電流の流入を防 ぐことが

できる。

[0092] 本実施例の電流センサ 1 0 7 はホール素子による絶縁された電流センサを

用いており、 これにより直流電源 1 0 1 の電圧か ら絶縁されるようになるの

で、弱電系 （5 V 等）の電源で地絡検出部 1 0 9 を構成することができ、小

型、低 コス ト化が可能 となる。

[0093] また、地絡検出部 1 0 9 の抵抗 1 1 2 、抵抗 1 1 3 、抵抗 1 1 4 をネッ 卜

ワーク抵抗で構成すれば、抵抗 1 1 2 、抵抗 1 1 3 、抵抗 1 1 4 の抵抗値の

相対誤差を小さくすることでスター結線された抵抗負荷の中性点 1 1 5 の電

位のばらつきを抑えることができ、より高精度に地絡現象を検出することが

できる。

[0094] 尚、ゲー 卜駆動部 1 0 6 に地絡検出部 1 0 9 と保護動作を行 う保護 ロジッ

ク回路 1 0 8 を作 りこむように構成 しても良いが、電流センサ 1 0 7 の出力

は導電動機駆動制御部 1 0 5 に入力されるためゲ一 卜駆動部 1 0 6 へ電流セ

ンサ 1 0 7 の信号を送る信号線を増やす必要があ り、 また、ゲー ト駆動部 1

0 6 は弱電系の電源でないため高耐圧化させる必要があ り回路構成が高コス

卜となる課題を有 しているので好ま しいものではない。



[0095] これに対して、本発明では、電流センサ 1 0 7 の出力は電動機駆動制御部

1 0 5 に入力されるため信号線を増やす必要がなく、また、電動機駆動制御

部 1 0 5 は弱電系の電源であるので高耐圧化させる必要がないものである。

[0096] 更に、地絡検出部 1 0 9 と保護ロジック回路 1 0 8 の電源を別系統で構成

し、地絡検出信号をH i g h レベルの電圧信号とすることで地絡検出部 1 0

9 の電源が故障等により落ちたときでも、保護ロジック回路 1 0 8 が誤動作

しないようにできる、という効果も期待できる。

[0097] 従来の交流電流の地絡現象の検出は電流センサの情報を元にマイクロコン

ピュー夕のソフ卜ウェア処理により行っていたので、マイクロコンピュータ

の異常や電流センサの情報を読み取るサンプリングのタイミングによっては

地絡現象を検出できない状況が発生したり、交流電流の地絡が発生してから

保護回路による保護動作へ移るまでの動作時間がマイクロコンピュータの処

理速度や処理タスクの起動周期に依存しているので地絡現象に対する保護動

作が間に合わない状況も発生するといつた課題があつた。

[0098] また、三相誘導電動機の負荷側に地絡検出回路を設けると、各相の抵抗を

負荷側と直接接続するので検出回路の高耐圧化が要求され、このため地絡検

出回路が大型、高コスト化するという課題があった。

[0099] これに対して、本発明では、インバ一タ回路部と電動機のような負荷の間

を結ぶU相、V相及びW相の各出力線を流れる交流電流の電流値を検出する

電流センサの出力部をスタ一結線した抵抗負荷に接続し、スタ一結線した抵

抗負荷の中性点の出力を判定器に入力して地絡現象を検出し、この地絡現象

の検出によってィンバ一タ回路を駆動するゲ一卜駆動回路の動作を制限する

保護ロジック回路を動作させるようにしたので、確実に地絡現象をすること

ができ、しかも電流センサから抵抗負荷に電流を供給するので弱電系の回路

構成とでき地絡検出装置に高耐圧化の対応を考慮しなくてよくなるものであ

る。

符号の説明
[01 00] 1 0 1 直流電源、 1 0 2 平滑コンデンサ、 1 0 3 インバ一タ回路部



、 1 0 4 三相誘導電動機、 1 0 5 電動機駆動制御部、 1 0 6 ゲー ト駆

動部、 1 0 7 電流セ ンサ、 1 0 8 保護 ロジ ック回路、 1 0 9 地絡検 出

部、 1 1 0 電動機制御マイクロコンピュータ、 1 1 1 出力線、 1 1 2 ，

1 1 3 ， 1 1 4 抵抗負荷、 1 1 5 中性点、 1 1 6 判定器、 2 0 上

側閾値判定器、 2 0 2 下側閾値判定器、 2 0 3 ， 2 0 4 , 2 0 7 、 2 1 0

、 2 1 1 、 2 1 2 抵抗、 2 0 5 、 2 0 9 比較器、 3 0 1 、 3 0 2 a、 3 0

2 b 、 3 0 3 ... ノくッファ。



請求の範囲

電動機 を駆動するための交流電流 を生成するインバータ回路部 と、 こ

のィンバ一タ回路部 を構成する半導体スィ ツチ ング素子を制御するゲ

- 卜駆動部 を少な くとも備 えた電力変換装置 において、

前記電動機 と前記ィンバータ回路部 との間を結ぶ U相、 V 相及びW相

の各出力線 を流れる電流 を検 出する電流セ ンサの出力部 をスタ一結線

した抵抗負荷 に接続 し、前記スター結線 した抵抗負荷の中性点の出力

を判定器 に入力 して前記出力の変化か ら地絡現象 を検 出 し、 この地絡

現象 を検 出すると前記ゲー 卜駆動部の動作 を制限する保護 ロジ ック回

路 を動作 させることを特徴 とする電力変換装置。

請求項 1 に記載の電力変換装置 において、

前記電流セ ンサは前記出力線 を流れる電流 を弱電系で使用される電圧

に変換 し、 この弱電系に変換 された電圧は前記ゲー 卜駆動回路 を制御

する電動機制御マイクロコンピュータと前記スター結線 した抵抗負荷

に入力されることを特徴 とする電力変換装置。

請求項 1 に記載の電力変換装置 において、

前記スター結線 した抵抗負荷の中性点の出力は電圧 と して検 出され、

この中性点の電圧は電圧比較器 に入力されて所定の比較電圧 と比較 さ

れて地絡現象が検 出されることを特徴 とする電力変換装置。

請求項 3 に記載の電力変換装置 において、

前記電圧比較器は第 1 の電圧比較器及び第 2 の電圧比較器か ら構成 さ

れてお り、前記第 1 の電圧比較器で所定の第 1 の比較電圧 と前記中性

点の電位が比較 されて これを超 えると地絡現象が検 出され、前記第 2

の電圧比較器で所定の第 2 の比較電圧 と前記中性点の電位が比較 され

て これを下回ると地絡現象が検 出されることを特徴 とする電力変換装

置。

請求項 1 に記載の電力変換装置 において、

前記保護 ロジ ック回路 は前記ゲー 卜駆動部 と前記電動機制御マイク口



コンピュータとの間に設 け られ、更に前記保護 口ジ ック回路 は前記判

定器 によって地絡現象が検 出されると前記電動機制御マイクロコンピ

ユ ー 夕か らの制御信号 を前記ゲー 卜駆動部 に伝 えるのを遮断する遮断

機能部 を備 えていることを特徴 とする電力変換装置。

[ 請求項 6] 請求項 5 に記載の電力変換装置 において、

前記保護 ロジ ック回路の遮断機能部 は前記ィンバータ回路部 にあるス

ィ ツチ ング素子の全てに繋がる制御信号 ライン上 に設 け られた第 1 及

び第 2 のバ ッファと、前記第 1 及び前記第 2 のバ ッファの間で前記制

御信号 ラインの半分の制御信号 ライン上 に設 け られた第 3 のバ ッファ

と、前記第 1 及び前記第 2 のバ ッファの間で前記制御信号 ラインの残

りの半分の制御信号 ライン上 に設 け られた第 4 のバ ッファとか ら構成

され、前記第 1 のバ ッファ、前記第 3 のバ ッファ及び前記第 4 のバ ッ

ファに前記判定器の地絡検 出信号が入力されることを特徴 とする電力

変換装置。
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